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 2017年11月の党大会において、習近平体制 2期目の党幹部が選出された。党内地位からみると、中央委員 204

人、中央候補委員 172 人そして中央紀律検査委員（以後、「中央紀律委員」と略す）133 人の合計 509 人である

（中央紀律委員 133人のうち、5人は中央委員（“双委”）でもあり、実際の合計人数は 504人となる）。 

 この約 500 人について、個人略歴の集計を行った（「中国共産党 19 回党大会 Who‘s Who」」）。先の党大会で

は、2022 年以降の「ポスト・習近平」の後継者指名につながるような人事メッセージはなかったものの、その候補

者は間違いなく、この 500 人の中にいる。その潜在的な逸材は、中央委員、中央候補委員そして中央紀律委員

それぞれの中におり、今後、5 年間の過程で徐々に浮上してくるものと思われる。以下、2 回にわたって、将来の

最高幹部と成りうる人物の特徴を紹介する。 

三菱東京 UFJ銀行の中国調査レポート（2018年 1月） ........................................................... 15 
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メイントピックス 

2017年中国金融業 10大ニュース～ 監督管理の強化とリスクの防止が中心 

2018 年 1 月 4 日、中国の有力金融専門紙である「金融時報」が、2017 年度の中国金融業ニューストップ 10

を選出した。10 大ニュースには①全国金融工作会議を開催、国務院金融安定発展委員会を設立、②「金融

政策、マクロ・プルーデンス政策」という二本立ての金融監督管理枠組みを構築、③外資による中国金融機

関に対する持株比率制限を緩和、「債券通」がキックオフ、④金融監督管理機関の協調性を向上、「ルックス

ルー」監督管理を強化、⑤銀行業監督管理委員会は「三三四」検査を実施、金融市場混乱を抑制、実体経

済への支持を強化、⑥A 株が MSCI 指数に採用、中国資本市場の国際化を促進、⑦証券監督管理委員会

は市場環境の適正化に注力、通年の罰金・没収総額は 74億元を超過、⑧保険監督管理委員会「1＋4」政策

で監督管理を強化、⑨人民元相場予測が安定、為替レートの上下双方向変動が顕著、外貨準備が持続的

に回復、⑩大型銀行の普恵金融事業部を設立、普恵金融サービス体系の構築が加速といった内容が取り上

げられた。本稿では、同誌の報道内容を基に、中国金融業 10 大ニュースの内容を紹介し、昨年 1 年間の中

国金融業の動向を回顧してみたい。 

Ⅰ． 2017年の中国金融業 10大ニュース 

1．全国金融工作会議を開催、国務院金融安定発展委員会を設立 

2017年 7月 14日～15日、第 5回全国金融工作会議が北京で開催された。会議では、実体経済へのサポー

ト、金融リスクの防止、金融改革の深化といった金融業の 3 大任務が提起された。システマチック・リスクの防

止は常に金融業の重要な課題であることが強調された。また、会議は国務院金融安定発展委員会を設立す

ることを決定し、マクロ・プルーデンス管理とシステマチック・リスクの防止における中国人民銀行の責任を強

化していくことを要求した。 

【同紙コメント要点】 

今年の全国金融工作会議が国務院金融安定発展委員会の設立を決定したことは、金融業改革における重

要な一歩である。また、会議で提起された 3大任務は、これからの金融分野における施策の指針となっている。

3大任務に関する具体的な分析は以下の通り。 

 金融業が根本的な機能を発揮させ、実体経済へのサポートを強化する。金融業が供給側改革、国家重要

戦略を支持し、普恵金融を発展させる。具体的には、小型零細企業、「三農」（農民・農村・農民）、貧困撲

滅、インフラ建設、住居安定化プロジェクトなどを対象とした融資を促進する。 

 金融リスクを有効に防止する。今回の会議の内容から見れば、金融リスクの防止、特にシステマチック・リス

クの防止の重要性が大幅に高まった。第一に、国務院金融安定発展委員会の設立は中国における金融

監督管理の枠組みのレベルアップの象徴と見られる。監督管理の縦割問題に効果的であろう。第二に、

監督管理の方針をレベルアップし、金融活動の機能と行為に対する監督管理に重点を移すことになった。

この新たな方針は金融活動の分類に拘らずに、金融市場活動に対する統合的な監督管理の実現に有利

である。第三に、「国務院金融安定発展委員会」の名称から分かるように、当局は金融市場の「安定」と「発

展」の両方ともを重視している。 

 金融システムの改革を深化する。金融システム改革の方向としては、金融調整政策の完備、近代的金融

企業制度の形成、金融市場の健全化、近代的金融監督管理枠組みの構築などが挙げられる。 

【ご参考】経済週報臨時号第 96号：第 5回金融工作会議が開催～金融監督・管理が集中化へ 

（https://Reports.btmuc.com/File/pdf_file/info002/info002_20170728_001.pdf） 

https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info002/info002_20170728_001.pdf
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2．「金融政策、マクロ・プルーデンス政策」という二本立ての金融監督管理枠組みを構築 

中国共産党第十九回全国代表大会（「十九大」）は、金融政策、マクロ・プルーデンス政策という二本立ての

金融監督管理政策枠組みの健全化を明白に要求した。中国人民銀行の施策は金融政策に重点を置き、

CPI を参考として物価の安定を図っていたが、金融危機の爆発は物価の安定が必ずしも金融の安定には繋

がらないことを示唆した。従来の金融調整政策の不足を補うために、マクロ・プルーデンス政策を導入し、シス

テマチック・リスクの防止を強化する。 

発効時点 施策 

2011 年 差別化準備預金制度を正式に導入 

2016 年 

差別化準備預金制度からマクロ・プルーデンス評価システム（MPA）にレベルアップ、MPA には「自己

資本比率・レバレッジ水準、資産負債水準、流動性、金利の決定、貸出債権、クロスボーダー融資リス

ク、貸出政策の執行状況」といった 7つの分野の基準が含まれる 

2017 年 オフバランス理財商品をMPA評価システムに導入 

2018 年 
銀行間譲渡性預金（CD）をMPAの負債評価指標に組み入れ、クロスボーダー資金流動もMPA評価

システムに導入 

【同紙コメント要点】 

「十九大」では、金融政策、マクロ・プルーデンス政策という二本立ての金融監督管理政策枠組みが提起され

た。マクロ・プルーデンス政策の目的は、金融市場の景気循環増幅効果と金融業界間のリスク拡散を抑制し、

システマチック・リスクを防止することにある。国際金融危機以来、先進各国はマクロ・プルーデンス政策を重

視するようになっている。ミクロ・プルーデンスな政策、金融政策、マクロ・プルーデンス政策については以下

で詳しく説明する。 

 ミクロ・プルーデンスな政策は個々の金融機関の活動を規制・監督するが、金融業界全体に対する把握は

含まれない。 

 金融政策は物価、人民元相場や国際収支といった要素を参考に、金融市場運営と金融機関の活動に対

する調整によってマクロ経済をコントロールすることを目標としている。 

 マクロ・プルーデンス政策は金融機関・金融資本市場全体を対象とし、反循環的対策と金融業界総合対策

を実施することにより、システマチック・リスクの防止において最も有効かつ重要な措置となっている。MPA

評価システムはマクロ・プルーデンスの一環として 2016 年から実施されてきたが、その評価内容が年々完

備されつつある。 

中国は以前のマクロコントロールにおいては、金融政策を主なツールとしてきたが、今回の二本立て枠組み

の中で、マクロ・プルーデンス政策を金融政策と並列させることから、マクロ・プルーデンスの重要性が大幅に

高まったことが分かる。 

【ご参考】経済週報臨時号第 98号：習近平総書記の政治報告～経済関連情報の抜粋 

（https://Reports.btmuc.com/File/pdf_file/info002/info002_20171020_001.pdf） 

3．外資による中国金融機関に対する持株比率制限を緩和、「債券通」がキックオフ 

2017年 11月9日、外交部は、中国が独自のペースで対外開放を推進し、金融業（銀行業、証券業、保険業）

における外資参入制限を緩和し、自動車輸入関税を段階的に引き下げる意向を表明した。 

2017年 11月 10日、財政部は銀行業、証券業と保険業における外資の投資比例制限を大幅に緩和すると表

明した。そのうち、銀行業における制限が先行して全面的に緩和したうえで、証券業と保険業は 3 年後、或い

https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info002/info002_20171020_001.pdf
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は 5年後で全面緩和を実現するというビジョンを掲げた。また、中資銀行・中資金融資産運営公司における外

国資本の持株制限（外資機関の単独持株比率は 20%以下、外資による合計持株比率は 25%以下）を撤廃し、

外資に対して銀行業における持株比率規則の「内国民待遇」を実現することを表明した。 

2017 年 12 月 13 日、銀行業監督管理委員会は中資銀行・中資金融資産運営公司（除く民営銀行）における

外資の持株比率制限を撤廃し、外資に対して銀行業持株比率規則における「内国民待遇」を実施すること正

式に発表した。 

2017年 7月 2日、中国人民銀行と香港金融管理局が中国本土と香港間の債券相互取引制度「債権通」が始

動することを合同で発表し、海外投資家が香港市場経由で中国本土の債券を売買すること（「北向通」）は可

能となった。 

【同紙コメント要点】 

中国の銀行システム規模は世界最大となっており、銀行業資本総額は 240 兆元を超過し、自己資本比率は

13%を超えている。そのうち、外資銀行企業は 1,000 社以上に達したが、資本総額に占める割合が低く、しか

も近年ではその割合が低下し続けている。2016年末時点で、外資銀行企業の資本割合がわずか 1.29%であ

った。それに加え、近年では、外資銀行が中資銀行における持株比率もある程度縮小している。中国の債券

市場における海外機関による投資額の割合が 2%未満に止まった。中国の金融市場の開放度はまだ引き上

げる余地がある。 

2017 年には、当局は金融市場の対外開放を推進するスケジュールを公開し、銀行業、証券業、保険業にお

ける外資の積極的参入を奨励するスタンスを明白にした。外資企業の参入は中国国内の金融市場の活性化

に繋がると期待される。 

【ご参考】経済週報【第 357号】「債券通」はスタートへ～金融市場の更なる開放が期待 

（https://Reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20170720_001.pdf） 

4．金融監督管理機関の協調性を向上、「ルックスルー」監督管理を強化 

時間 動向 

2017 年 4月 

中国銀行業監督管理委員会は一連の行動指針を発表、金融業界におけるリスク行為の取締りを強

化。その中、金融商品取引における資金の源泉・取引経路を全面的に把握、資金が実体経済分野へ

着実にサポートすることを確保するように要求。 

2017 年 5月 中国保険監督管理委員会は保険業者資金運用に対するリスク防止行動を開始 

2017年 11月 中国人民銀行が「金融機関資産運用業務の規範化に関する指導意見（意見聴取稿）」を公開 

2017 年 7月 
国務院金融安定発展委員会の設立は、金融業界の縦割行政問題を解決し、規制アービトラージの発

生を防止するための一環 

【同紙コメント要点】 

2017 年は金融市場監督管理が「史上最厳格」の一年と言われている。金融監督管理機関の協調性の向上

（縦割制度の改善）、「ルックスルー」監督管理の強化は新たな監督管理体制の要点となっている。 

金融資本市場の成長に伴い、金融商品の多様化が進んでおり、複合金融商品が多く出現したことから、金融

リスクの隠匿性、複雑性、拡散性がさらに増している。その中、資産運用業務は 2017年に監督管理の重要対

象となった。たとえば、1 種の資産管理商品に、証券、銀行、信託、保険、私募、先物などの様々な分野の金

融業者が参与していることは少なくない。金融業の総合経営が進んでいる一方、監督管理体制は分業体制

のままであるため、各業態の監督管理機関の間で情報の非対称性問題が発生し、行き届かない部分にリスク

https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20170720_001.pdf
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が蓄積する可能性が高い。ルックスルー監督管理はこのような複合金融商品における潜在的なリスクを防止

し、縦割制度の監督管理基準の不一致問題の解決策となる。具体的に言うと、金融商品が関わる資金の源

泉、経路、行方をすべて把握することで、金融活動の形式や業態に拘らず、金融商品の機能と法律上の属

性に基づいて監督管理を行うという徹底的な監督管理体制を構築していく。 

5．銀行業監督管理委員会は「三三四」検査を実施、金融市場混乱を抑制、実体経済への支持を強化 

2017 年以来、銀行業における突出した問題に対し、銀行業監督管理委員会は「金融法律違反、監督管理規

則違反、内部規定違反」（三違反）、「規則アービトラージ、金融市場内アービトラージ、関連当事者取引アー

ビトラージ」（三アービトラージ）、「不当な創新、不当な取引、不当な奨励、不当な料金徴収」（四不当）といっ

た問題を解決するために、「三三四」検査を実施し、金融リスクの防止と「脱実向虚（資金が実体経済から脱し、

非実体経済へと向かう）」問題の解決を図った。 

その効果は顕著である。インターバンク資産・負債規模は縮小し、これは 2010 年以来初めての縮小であった。

理財商品の伸び率は 7か月連続で低下し、2017年で 2兆 2,000億元減少した。委託貸出規模は 2008年以

来初めて減速に転じ、2016年と比べて増加額が 7,600億縮小した。特別目的事業体（SPV）投資額の増加額

が前年比 4 兆元縮小した。実体経済へのサポートも強化され、製造業向け貸出の増加率はマイナスからプラ

スに転じ、8 か月連続のプラス成長となった。中小・零細企業向け貸出は、貸出額、貸出先数、審査通過率が

それぞれ前年水準を超過した。 

【同紙コメント要点】 

2017年以来、金融市場に対する厳格な監督管理は金融市場混乱の抑制、レバレッジの解消といった面にお

いて顕著な効果を上げてきた。 

 銀行のオフバランス業務規模が縮小し、資産構成が改善された。厳格な監督管理対策を背景に、各銀行

はオフバランス資産規模を縮小し、一部のオフバランス業務に回された資金がオンバランス化され、貸出

が総資産に占める割合が上昇した。2017年 10月末時点で、銀行業新規貸出は 12兆 2,000億元に達し、

資産増加額に占める割合が前年同期に比べて 35.3ポイントと大幅に拡大した。小型零細企業、保障性住

宅プロジェクト、「三農」、インフラ施設業界向け貸出は前年比それぞれ 15.4%、44.2%、10.8%、15.8%増

加したことから、金融業が実体経済へのサポートが強化されたと読み取れる。 

 銀行間取引、理財商品取引といった金融システム内部の取引規模が縮小した。2017年 10月末時点で、イ

ンターバンク市場における資産と負債が 2017年初頭よりそれぞれ 2兆 6,000億元、2兆元減少した。その

うち、株式制銀行のインターバンク資産は 2017年初頭と比べて 45%も減少した。理財商品残高は 2017年

と比べて 2 兆 7,000 億元減少した。特に中小銀行の減少幅は大きく、都市商業銀行と農村商業銀行の理

財商品残高は前年同期よりそれぞれ 40%、90%減少した。 

 資金流通ルートが短縮され、金融業の実体経済へのサポートが効率化している。2017 年以来、「ルックス

ルー」監督管理の強化に伴い、SPV投資・委託投資の規模の成長は顕著に減速したことから、金融システ

ムから実体経済までの資金の流動ルートが短縮され、高レバレッジ融資活動が抑制されたことが分かる。 

【ご参考】経済週報第 369号：上半期の銀行業理財市場～デレバレッジ、監督・管理の厳格化で規模が縮小 

（https://Reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20171018_001.pdf） 

6．A株がMSCI指数に採用、中国資本市場の国際化を促進 

2017年 6月 21日に、MSCIは 2018年 6月より、中国 A株をMSCI新興市場指数と ACWI指数に採用す

ることを発表した。MSCIの発表によると、滬港通・深港通で取引される大型株計 222銘柄のうち、時価総額の

5%をMSCI新興国指数・MSCI ACWI（All Country World Index）指数に取り入れ、MSCI新興国指数

に占める構成比率は 0.73%である。A株のMSCI指数組み入れは今まで 3年続けて採用を見送られてい

たが、今回は 4回目の検討でようやく実現した。 

 

https://reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20171018_001.pdf
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【同紙コメント要点】 

中国A株がMSCI新興市場指数に採用されたことはマイルストーン的な出来事だと言える。短期的に見れば、

A 株が MSCI 新興国指数における構成比率が比較的に低いため、MSCI 採用による資金流入規模が A 株

時価総額と比べてはごく小規模に留まるが、株式市場全体の風向きを良い方向に導くことが期待される。長

期的に見れば、MSCI採用はA株市場に対しては模範的な効果を発揮し、株式市場の規範化、投資者の企

業業績に対する注目度の向上、機関投資家の割合の上昇といった積極的な変化をもたらすと見られる。 

【ご参考】経済週報第 355号：中国資本市場の開放がさらに加速～A株がMSCI指数に採用 

（https://Reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20170706_001.pdf ） 

7．証券監督管理委員会は市場環境の適正化に注力、通年の罰金・没収総額は 74億元超 

2017 年に、証券監督管理委員会は監督管理を全面的に厳格化し、投資者の合法的な権益を保護し、金融

市場の適正化に注力した。インサイダー取引、詐欺的な債券・株式発行、相場操縦的行為、許可なしの金融

業務、違法取引所といった問題に対する取締を強化し、具体的には、切手・貨幣・電話カード、貴金属、イン

ターネット違法取引所（「微盤取引」という）、「コンセプト株1」関連風説の流布、ICO不法取引の早期解決を実

施した。また、一連の違法情報公開、粉飾決算事件を摘発した。 

統計によると、2017 年に、証券監督管理委員会による行政処罰事件は 224 件に達し、罰金・没収金額は 74

億 7,900万元となっており、金額は 2016年の 1.7倍である。証券業従事禁止人数は 44人に及び、通年で禁

止令が出された最多人数となった。 

【同紙コメント要点】 

2017 年における資本市場の厳格な監督管理対策は、多年にわたって資本市場に混乱をもたらしてきた問題

を多数解決し、特に中小投資者の利益に侵害するような不法行為を取り締った。中央政治局会議では、2017

年の金融リスク防止対策を高く評価したうえで、2018 年においても、金融分野も監督管理の強化とリスクの防

止を中心とすることを要求した。監督管理の強化を背景に、資本市場では期待される幾つの動向がある。 

 PPP ファンドの規範化が進む。企業と地方政府の「権力・責任・利益」関係を明白にする一方、PPP プロジ

ェクトの参入者が資産担保証券（ABS）の発行を通じる良好的な撤退メカニズムを構築し、情報開示を規

範化することが必要である。 

 既存のファンドの用途を検査し、国家戦略の推進に有利な分野に向けるように投資の効率を向上させる。 

 地方のエクイティファイナンス市場の規範化を進め、信用担保体制を整えることが必要である。「転板制度

（一定の条件を満たした新三板に株式公開していた企業が直接に創業板・主板に株式公開させる制度）」、

株式転化社債の発行を促進し、中小企業の資金調達ルートを多様化することが期待される。 

総じていえば、証券監督管理員会による監督管理の強化の最終目的は、多元化した資本市場の形成を促進

し、直接融資が実体経済に対するサポートを強化することにある。 

【ご参考】 

経済週報第 378号：PPP監督・管理が規範化、厳格化へ～新たな融資プラットホームへの変質を防止 

（https://Reports.btmuc.com/File/pdf_file/info001/info001_20171220_001.pdf） 

8．保険監督管理委員会「1＋4」政策で監督管理を強化 

2017 年に、中国保険監督管理委員会は 5 本の重要政策を発表し、「1＋4」という政策体制で保険市場の監

督管理を強化してきた。当局の施策指針は保険業の「保障」という機能でほかの金融業界と異なる一面があ

                                                 
1 コンセプト株は中国語で「概念株」と呼ばれ、「業績株」と区別するために用いられる名称である。「業績株」は企業の業
績をもとに投資活動が行われるのに対し、「コンセプト株」は一種のコンセプトに関連する株の組み合わせを指すことが
多く、業績の代わりに、そのコンセプトをもとに投資活動が行われる。 
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ると引き続き強調している。具体的には、リスクの防止、市場不法行為の摘発、保険業が実体経済へのサポ

ートの促進、監督管理体制における弱点の補強といった 4つの分野で施策を強化した。 

分野 政策 

1 全体 「保険業監督管理の強化、保険業安定かつ健全な発展の維持に関する通知」 

4 

リスク防止 「保険業リスクの防止のさらなる強化に関する通知」 

不法行為摘発 「保険業監督管理の強化、違法・規制違反行為の摘発、市場混乱の整理に関する通知」 

実体経済 「保険業が実体経済発展への支援に関する指導意見」 

弱点補強 「監督管理弱点の保管、厳格かつ有効な監督管理体制の構築に関する通知」 

【同紙コメント要点】 

「1+4」政策は保険業監督管理と保険業発展を新たな段階に導くガイドラインと言われる。政策目標は保険業

監督管理の強化、監督管理上の弱点の補強、不法行為の取締、リスクの防止といった内容が含まれる。 

監督管理上の弱点の補強について「4つの強化」が行動基準とされている。具体的にいうと、消費者を保護す

るための監督管理の強化、資金源泉に対する監督管理の強化、監督管理機関の間の協調性の強化、監督

管理の厳格性の強化の 4点がある。また、リスクの防止に 8種類のリスク、不法行為の取締りに 8種類の不法

行為を監督管理の重点対象として明白に挙げた。 

保険業の発展方向として、実体経済の発展や国家戦略の実現へのサポート力の強化を強調した。 

9．人民元相場予測が安定、為替レートの上下双方向変動が顕著、外貨準備が持続的に回復 

2016 年と比べると、2017 年の人民元相場は全体的に安定であった。人民元の中間レート（基準値）の形成メ

カニズムも完備されつつある。2017年2月に、為替市場自律メカニズムにおける中間レート形成の基準である

通貨バスケットの参考時間帯を従来の 24 時間から 15 時間まで短縮し、計算に当たって為替レートの重複算

入を回避した。さらに、5 月に、人民元対米ドルの中間レート形成メカニズムをさらに改善し、従来の「終値＋

通貨バスケット為替の変化」というモデルに「反循環的要素」という新たな要素を加えることを決定した。 

人民元相場形成メカニズムの規則性、透明度と市場化水準が向上するのに伴い、人民元対米ドルレートの

変動の弾力性がさらに高まり、双方向変動の特徴が顕著になりつつある。人民元対通貨バスケットレートは基

本的に安定しており、相場予測も安定している。 

2018 年 1 月 7 日、中国人民銀行の最新発表によると、2017 年 12 月末まで、中国の外貨準備総額は 3 兆

1,399億米ドルに達し、連続 11か月の上昇となった。2017年初頭より 1,294億米ドル増加し、増加率は 4.3%

である。 

【同紙コメント要点】 

2017年通年で人民元対米ドルレートは 5%の人民元高になり、2015年から 2016年までの人民元安傾向に変

化があった。人民元相場が元高に転じた背景には、中国のファンダメンタルズの改善、経常収支黒字の持続

性と安定性といった要因があるほか、外部要因、「反循環的要素」の導入、為替市場の需給関係の改善など

が挙げられる。具体的には以下の通り。 

 外部要因としては、米ドルは 2017 年年初で高値を記録してからドル安で推移してきた。中国の通貨バスケ

ット為替決定システムの基で、ドル安は人民元高に繋がる。 

 反循環的要素が人民元対ドルの中間レート形成メカニズムに導入されてから、循環増幅効果が為替市場

に対する影響が緩和され、中間レートの双方向変動の弾力性が高まった。 
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 需給関係の改善：需要面では、①2016年中旬以来、中国企業の外債返済が一服し、債務返済による外貨

需要が安定化している。②2016年 11月末より、中国人民銀行をはじめとする監督管理機関は一部企業の

無秩序な海外投資と外貨購入を効果的に差し止めた。③家庭部門と企業部門が人民元相場に対する予

測が安定化しつつあり、外貨保有の需要が弱まっている。供給面では、1,500 億米ドルほどの経常黒字が

あるほか、「港股通」と「債券通」といった資本市場開放ツールによる安定的な外貨流入も一定規模に達し

た（2017年 9月末時点で、外貨流入は 6,000億元を超過）。 

2018年には、人民元対ドル中間レートの基準値算定方式は「終値＋通貨バスケット為替の変化＋反循環的

要素」というメカニズムを続用する見通しである。その中、終値が反映する為替市場の需給状況と通貨バスケ

ット為替の動向は人民元為替レートを決定するキー要素となっている。通貨バスケット為替の不確定性が高く、

人民元レートが 2018年において双方向変動が続くと見られる。 

10．大型銀行の普恵金融事業部を設立、普恵金融サービス体系の構築が加速 

普恵金融事業は国家戦略の 1 つとして位置付けられている。インターネット技術といった新テクノロジーの発

展に伴い、普恵金融関連の新型金融商品が続々と登場し、取引コストの低下と多元化した普恵金融サービス

体系の形成が加速している。 

時間 動向 

2016 年 国務院が「普恵金融発展計画（2016~2020 年）」を発表 

2017 年 5月 

国務院常務会議で 2017 年年内に大型商業銀行における普恵金融事業部の設立を完成させるこ

とを明確にし、同月に、銀行業監督管理委員会は「大型・中型商業銀行における普恵金融事業部

の設立に関する実施方案」を発表 

2017 年 7月 全国金融工作会議で普恵金融体系を構築することを提起 

2017 年 9月 中国人民銀行が「普恵金融を対象に預金準備率の引き下げに関する通知」を発表 

2018 年 1月 
工商銀行、中国銀行、建設銀行、農業銀行、交通銀行といった中国の 5大銀行の本店は普恵金

融事業部をそれぞれ設立済み 

 

【同紙コメント要点】 

普恵金融は一般的な金融サービスが届いていなかった部分の対象の人・業者が適切なコストで金融サービ

ス持続的に享受できるような枠組みを指す。具体的にいうと、その対象は、貧困者、低所得者、新規創業者、

農民・農業経営者、小型零細企業などである。 

普恵金融を達成するには、伝統的商業銀行が直面している情報の非対称性と高コストといった 2 つの課題を

克服しなければならない。そのため、銀行の組織機関、業務モデルといった面におけるイノベーションが必要

となる。 

Ⅱ．金融業施策の重点は監督管理の強化へ 

【総括】金融業施策の回顧と見通し 

年ごとに発表する 10大ニュースから、その年の金融業界における施策の傾向が見て取れる。図表 1 を見ると、

2017 年の 10 大ニュースには、監督管理の強化、リスクの防止、違法行為の摘発に関する内容は 6 つも占め

ている。直近 3年間と比べると、2017年の施策の重点は資本市場の国際化・自由化、新業態の促進から監督

管理の強化へと移されたことが明白である。 
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今までの監督管理の強化は、2015 年の株式市場、2016 年のインターネット金融業界や保険業といった問題

のある分野に絞っていたが、2017 年には、銀行業、証券業、保険業を含む金融業界全般を対象とした。また、

国務院金融安定発展業界委員会の設立、金融監督管理枠組みの見直しは、総合的な視点でトップダウン体

制の構築の第一歩と見てよかろう。このような総合体制の基で、金融市場の発展に適応するために、従来の

金融監督管理体制に抜本的な改革が急務となっている。監督管理機関の役割分担に関しては、金融監督管

理機関の間の協調性を向上させることが必要である。施策の方法に関しては、資金の源泉から用途までの経

路を把握するような「ルックスルー」政策が求められている。 

2018 年 1 月 13 日、銀行業監督管理委員会は真っ先に、「銀行業市場混乱に対する整理の更なる深化に関

する通知」を発表したことから、2018 年に入ってからも、当局が監督管理を強化するスタンスを崩していないこ

とが垣間見える。2018年 1月 10日、国務院総理李克強は国際会議で、中国の 2017年の平均GDP成長率

は6.9%と予測されることを明らかにした。これは、2017年初頭の政府工作報告で決定した6.5%を大幅に上回

ったことになる。中国経済の好況を背景に、2018 年においても、金融業の関連施策は監督管理の強化に引

き続き注力していく見通しである。 
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2014年 2015年 2016年 2017年

①
人民銀行の新しい流動性調節手法の
創出

人民元が特別引出権（SDR）構成通
貨に採用

人民元が特別引出権（SDR）構成通貨に正
式採用

全国金融工作会議を開催、国務院金融安定
発展委員会を設立

② 「滬港通」の開通 預金金利の上限撤廃 「深港通」の正式キックオフ
「金融政策、マクロ・プルーデンス政策」という
二本立ての金融監督管理枠組みを構築

③
資本市場の発展に関する「新国九条」
の発表

「普恵金融発展計画（2016～2020
年）」を可決

インターネット金融特別整理活動の開始
外資による中国金融機関に対する持ち株比
率制限を緩和、「債券通」がキックオフ

④ 預金保険条例（案）の発表 預金保険制度の実施
G20杭州サミット首脳コミュニケでグリーン金
融の提起

金融監督管理機関の協調性を向上、「ルック
スルー」監督管理を強化

⑤ 民営銀行の設立 「政策性銀行改革方案」を可決
マクロ・プルデンスな管理方針の全面的にレ
ベルアップ

銀行業監督管理委員会は「三三四」検査を実
施、金融市場の混乱を抑制、実体経済への
支持を強化

⑥
アジアインフラ投資銀行およびシルクロ
ード基金の設立

「インターネット金融の健全的発展に
関する指導意見」を発表

債権の株式化（DES）といった銀行業改革の
進行

A株がMSCI指数に採用、中国資本市場の国
際化を促進

⑦
保険業の発展に関する「新十条」の発
表

預貸比率の撤廃 保険業の「保障」という特徴の強調
証券監督管理委員会は証券市場環境の適正
化に注力、通年の罰金・没収総額は74億元
超

⑧ 人民元国際化の加速
株式市場の異常変動に各部門が協
力

農村土地金融、投貸連動のパイロット事業
の実施

保険監督管理委員会「1＋4」政策で監督管理
を強化

⑨
人民元対米ドル相場の日中変動幅の
拡大

保険料の市場化改革 貧困撲滅のための金融業務の推進
人民元相場予測が安定、為替レートの上下
双方向変動が顕著、外貨準備が持続的に回
復

⑩ 上海自由貿易区の進展
人民元クロスボーダー決済システム
のリリース

上海手形取引所と中国信託登記有限責任
会社の設立

大型銀行の普恵金融事業部を設立、普恵金
融サービス体系の構築が加速

金融資本市場の国際化、金融市場の
自由化

金融資本市場の国際化、金融市場
の自由化

金融資本市場の国際化、金融市場の自由
化

金融業監督管理の強化、リスクの防止、実体
経済への支持の促進

普恵金融、インターネット金融、リス
ク対応

普恵金融、インターネット金融、リスク防止 金融資本市場の国際化、人民元の国際化

グリーン金融、不良債権処理、農村金融、
貧困対策

普恵金融

10大ニュース

キーワード

「十二・五」 「十三・五」

【図表1】中国金融業10大ニュースから見る金融業界の発展
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稲垣清の経済・産業情報 

習近平体制 2期目の党・政府幹部の特徴（その 1） 

2017年 11月の党大会において、習近平体制 2期目の党幹部が選出された。党内地位からみると、中央委員

204人、中央候補委員 172人そして中央紀律検査委員（以後、「中央紀律委員」と略す）133人の合計 509人

である（中央紀律委員 133人のうち、5人は中央委員（“双委”）でもあり、実際の合計人数は 504人となる）。 

この約 500人について、個人略歴の集計を行った（「中国共産党 19回党大会Who‘s Who」」）。先の党大会

では、2022 年以降の「ポスト・習近平」の後継者指名につながるような人事メッセージはなかったものの、その

候補者は間違いなく、この 500 人の中にいる。その潜在的な逸材は、中央委員、中央候補委員そして中央紀

律委員それぞれの中におり、今後、5 年間の過程で徐々に浮上してくるものと思われる。以下、2 回にわたっ

て、将来の最高幹部と成りうる人物の特徴を紹介する。 

Ⅰ．「先党後国」人事と「三委」 

中国共産党を執政党とする中国は、党人事が最優先であり、その人事決定を受けて、国家・国務院および地

方人事が決定する。タイミングとしては、11 月の党大会で中央委員以下が決定したことにより、一部の地方や

国務院人事も行われたが、国家・全人代、政協、司法そして国務院（中央政府）人事は 3 月の中国の国会に

相当する全人代で、国家主席、国家副主席、全人代委員長、全国政治協商会議主席、国務院総理、常務副

総理大きな人事が行われる予定である。 

まず、500 人の所属機関別内訳をみてみよう。中央委員は国務院および地方の比率が高い。国務院の部長

（大臣）および主要直属機関局長（大臣待遇）の党内地位は基本的に中央委員である。例外は、中国人民銀

行の周小川行長（1948年生）であり、党内地位は一般党員（平党員）である。 

31 地方のトップである書記も中央委員以上が原則であり、北京、天津、上海、重慶の直轄市および広東、新

疆の書記は中央委員よりも高い地位の政治局委員である。なお、31 地方の行政トップである省長も原則的に

中央委員であるが、党大会後の人事異動により、遼寧省の唐一軍（省長代理、56 歳）、福建省の唐登傑（省

長代理、1964年生）そして寧夏自治区の劉慧（女、1963年生）の 3人の党内地位は中央候補委員である。 

中央候補委員は中央委員に欠員（失脚ないし死亡により）が生じた場合、中央委員会総会にて繰り上げ選出

される。そのため、中央候補委員名簿は得票順に並んでおり、得票数の多い順（名簿の上位順）に繰り上げと

なる。しかし、中央紀律委員は、欠員が生じても、補充されることはない。また、中央紀律委員は文字通り、各

機関、地方における党内紀律検査を行うという定められた職務があり、中央委員や中央候補委員とは役割が

ことなるともいえるが、この中には、一部の有力企業代表や地方の代表も含まれていることから、“第三の中央

委員”ともいえる地位にある、と解釈もできる。中央委員、中央候補委員とあわせて、「三委」ともいわれるゆえ

んである。 

所属別構成において、企業代表は全体の 5％にとどまっている。しかも、19期の場合、中央委員はゼロ、中央

候補委員に集中していることが特徴である（18 期は中央委員に 6 人の企業代表がいた）。また、企業代表は

全員が国有企業であり、民営企業家は同じくゼロである。企業の業種でみると、中国経済と産業の栄枯盛衰

がこれに現れており、航空・宇宙産業や石油化学分野のリーダーが多くを占めている。 
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1表 19期中央委員・中央候補委員・紀律委員の所属別人員構成 

 中央委員 中央候補委員 中央紀律委員 計 

党中央 22 5 20  46 

国務院 51 10 47 108 

地方 66 89 35 190 

軍 42 24 21  87 

 企業 0 25 4  29 

その他 23 19 7 49 

   合計 204        172 133 509 

注：「その他」は、全人代、政協、司法などを指す。中央紀律委員の 133人のうち、5人は中央委員でもあり、実際の合計人数は 504

人となる。稲垣清 編「中国共産党 19回党大会Who’s Who」(2018年 1月)より集計・作成（以下、同じ）。 

Ⅱ．「三委」の世代別構成 

次に、「三委」の世代別構成をみてみよう。「三委」の世代別構成はきわめて明確である。すなわち、中央委員

の中核世代は「50 後」（1950 年代生まれ、60 歳台）であり、その比率は全体の 8 割近くを占める。しかも、「50

後」でも後半世代（1955年生以降）が 67％を占めており、60歳前半の年齢層の幹部が選出されている。 

これに対し、中央候補委員の中核世代は「60後」（1960年代生まれ、50歳台）であり、その比率は全体の約 8

割であり、中央委員の構成とは明確に異なっている。世代的にみても、次のトップリーダーの「候補」であること

を意味している。ただし、「60後」の後半世代である 1965年生以降の人数は 137人のうち 21人（15.3％）にと

どまっており、「70後」に近い世代のリーダーはまだ少数派である。 

中央紀律委員 133人（中央委員兼務の 5人を含む）の場合には、「60後」半数以上ではあるものの、大きくみ

ると、「50 後」と「60 後」が二分されており、中央委員や中央候補委員に比べ、世代構成の集中度が高くはな

い。加えて、「60 後」の後半世代である、1965 年生以降の委員は 14 人、「60 後」の 19％にとどまっている。

1965 年生と言えば、いわゆる文化大革命の時代であるが、その「文革」を知らない世代が現在の中国の幹部

の一部に加わり始めたわけであり、時代の流れや世代交代の波が押し寄せていることを感じざるを得ない。 

しかし、「三委」の中で、どの委員においても「70後」（1970年代生、40歳台）はごくわずかであり、中央委員は

ゼロ、中央候補委員で 2 人、そして中央紀律委員で 3 人、あわせても 5 人（「三委」全体の 1％）にとどまって

おり、「三委」の中核世代として台頭するには、まだ先のことである。 

2表 「三委」の世代別構成 

 中央委員 中央候補委員 中央紀律委員 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

「50後」 161 78.9  17  9.8 30 22.5 

「60後」 41 20.0 137 79.6 73 54.8 

「70後」 0 -    2  1.1  3  2.2 

不明 2  0.9  16  9.3 20 15.0 

合計     204    100.0      172 100.0      133 100.0  

注：「50後」は 1950年代生まれ、「60後」は 1960年代生まれ、「70後」は 1970年代生まれを意味する。 
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Ⅲ．31地方別の「三委」 

党大会の人事決定を受けて、2017年末までに地方人事がさらに調整された。31地方別にみた「三委」の構成

人数は、3 表にみるとおりである。先にみたように、31 地方のうち、直轄市と一部の地方の書記は政治局委員

に選出された。そして、31 地方のうち、書記は全員中央委員以上となったが、3 地方の省長（遼寧・福建・寧

夏）以外の 22地方の省長はこれまで通り中央委員に選出された。 

書記、省長（行政トップ）のほかに、それぞれの省都（首府）および大連、深圳などの代表的商業都市の書記

も中央委員ないし中央候補委員に選出されている。中央紀律委員の場合には、基本的にそれぞれの地方の

執行部（市・省・区党委常務委員）の中に、紀律監査委員のポストがあり、その委員は同時的に中央紀律委員

に選出されるしくみである。 

3表 19回党大会の地方別「三委」数 

 代表数 政治局委員 中央委員  中央候補委員  中央紀律委員 

北京市 63     ○ 2 4 1 

天津市 48 ○ 3        2 1 

河北省 63  2        2         1 

山西省 43  2        3         1 

内蒙古自治区 41  2        1         1 

遼寧省 63  2        2 1 

吉林省 37  2 3 1 

黒龍江省 50  2        3 1 

上海市 73 ○ 2 2 1 

江蘇省 71  2        4 1 

浙江省 51  2 2         2 

安徽省 57  2 2 1 

福建省 41  2 2 1 

江西省 43  2 1 1 

山東省 76  2 3 1 

河南省 69     2 1 1 

湖北省 63  2 2 1 

湖南省 64   2 2 1 

広東省 69 ○ 2 4 1 

広西自治区 48   2        2         1 

海南省 26  2 1 1 

重慶市 43 ○ 2 2         1 

四川省 73  2 2         1 

貴州省 39   2 3         1 

雲南省 47  2 4 1 

西蔵自治区 29  2 1 1 

陝西省    44  2 2 1 

甘粛省 41  2 1 1 

青海省 27  2 2 1 

寧夏自治区 30  2 2 1 

新疆自治区 43 ○ 4 2         2 

              注：2018年 1月 15日現在の情報による。    

Ⅳ．国務院人事と党内地位 

習近平体制 2期目の国務院人事（中央政府）は最終的には、3月の全人代において再調整される見通しであ

るが、現時点での党内地位をみると、以下のとおりである。25主要部委のうち、19期中央委員に再選されず、

年齢も規定の 67歳を超えているリーダーは 3月に退任する見通しである。その他の部長クラス委員も部長職

から外れる可能性がある。国家工行政管理局、国家体育局などの直属機関局長も中央委員であり、かつ中

央候補委員となっている。 

中央紀律委員の場合には、それぞれの機関の党組織メンバーとなっているほか、中央紀律委員として、25
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部・委に派遣される形（「駐外交部紀律検査組長」という肩書き）をとっており、基本的にすべての政府組織機

関に派遣されて、その機関内における党員の監察を行っている。 

4表 国務院 25部委の部長と党内地位 

                   氏名  19期     備考（国務院任期・次期兼務職） 

総理 李克強 中央委員 政治局常務委員 

副総理 張高麗 退任 2018年 3月までは常務副総理 

 〃 劉延東 退任 2018年 3月までは副総理 

 〃 汪 洋 中央委員 政治局常務委員、2018年 3月政協主席ないし常務副総理就

任の見通し 

 〃 馬 凱 退任 2018年 3月まで、副総理 

国務委員 楊 晶 退任 年齢制限前 

 〃 常万全 退任  

 〃 楊潔篪 中央委員 政治局委員、次期外交担当副総理就任予定   

 〃 郭声琨 中央委員 政治局委員 

   〃 王 勇 中央委員  

秘書長（兼） 楊 晶 退任  

外交部 王 毅 中央委員 2018年 3月、国務委員就任か？ 

国防部 常万全 退任  

国家発展改革委

員会 

何毅亭 中央委員 候補委員からの昇格 

教育部 陳宝生 中央委員 再任予定 

科学技術部 万 鋼   ー 万鋼は非党員 

副部長（書記）の王志剛は中央委員 

工業信息化部 苗 圩  中央委員 部長再任か？ 

国家民族委員会 巴 特 爾

(蒙古) 

中央委員 再任予定 

公安部 趙克志 中央委員 河北省書記からの就任。 

国家安全部 陳文清 中央委員 再任予定 

監察部 楊暁渡 中央委員 政治局委員、書記処書記、中央紀律委副書記兼務 

民政部 黄樹賢 中央委員 再任予定 

司法部 張 軍 中央委員 再任予定、中央紀律委員兼務 

財政部 肖 捷 中央委員 次期国務院秘書長、後任は王軍（税務局長、中央委員）か？ 

人力資源社会保

障部 

尹蔚民  退任 副部長の傅興国（1960年生）が候補委員 

国土資源部 姜大明  退任 中央委員の孫紹聘（1960年生）が書記に就任（次期部長） 

環境保護部 李干傑 中央委員 一般党員からの新任 

住宅・都市農村建 王蒙微 中央委員 一般党員からの新任 
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設部 

交通運輸部 李小鵬 中央委員 中央候補委員からの昇格 

水利部 陳 雷 退任 副部長の鄂竟平が中央委員（次期部長昇格か？） 

農業部 韓長賦 中央委員 再任なるか？ 

商務部 鐘 山 中央委員 一般党員からの新任 

文化部 雒樹剛 中央委員 再任予定 

国家衛生計画出

産委員会 

李  斌

(女) 

中央委員 再任予定 

中国人民銀行 周小川 一般党員 2018年 3月以降の去就に注目 

審計署 

（会計検査院） 

胡 沢 君

（女） 

中央委員 再任予定 

       注：2018年 1月 15日現在。 
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三菱東京 UFJ銀行の中国調査レポート（2018年 1月） 

 ニュースフォーカス（2018年第 1号） 

香港証券取引所上場規則を改定 

http://rmb.bk.mufg.jp/files/topics/664_ext_02_0.pdf 

香港支店業務開発室 

 ニュースフォーカス（2017年第 21号） 

深圳市における統括会社の発展奨励規定について 

http://rmb.bk.mufg.jp/files/topics/661_ext_02_0.pdf 

香港支店業務開発室 

 BTMU CHINA WEEKLY  2017/12/27 

https://count.bk.mufg.jp/c/Ccl0jbq96v24vrHc0abe139Iid0jbq98im8s5 

国際業務部 
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